別海町ふれあいランド

指定管理者募集要綱
令和８年９月

別海町産業振興部

商工観光課

１　趣旨

別海町（以下「町」という。）は、多様化する住民ニーズに対応するよう、別海町ふれあいランド（以下「ふれあいランド」という。）の管理運営業務を効果的かつ効率的に行うため、施設の管理運営に関する業務を行う指定管理者の公募をこの要綱に定めるところにより行います。（地方自治法２４４条の２第３項及び別海町公の施設に係る指定管理者の指定手続に関する条例）

指定管理者は、別海町公の施設に係る指定管理者選定委員会における審査を受けた応募者の中から候補者を決定し、別海町議会（以下、「町議会」という。）の議決を経て、決定されます。

指定管理者には、次に掲げる指定管理に関する基本的方針に沿った創意工夫ある提案を期待します。

（１）施設の設置目的達成のため、創意工夫ある積極的な事業展開を図り、施設機能を最大限に発揮し、その利用を促進すること。

（２）サービスの提供に当たっては、公正・公平な取扱いをすること。

（３）利用者や地域住民の声を常に把握してサービスに反映させ、利用者の満足度を高めると同時に、経費削減等の効率的な管理運営に努めること。

（４）施設を安全にかつ快適に利用できるよう十分配慮すること。また、防犯・事故防止・災害への対応等、危機管理に対する十分な措置を講じること。

（５）個人情報の保護、その他法令遵守を徹底すること。

（６）公の施設として求められる責任を理解し、次世代の育成、協働のまちづくりなどの町の施策や行事に協力すること。

（７）地域の実情を踏まえ、関係団体との連携に努めるとともに、物品調達等は町民及び町内業者に最大限配慮し、町の発展に協力すること。

（８）管理運営業務を行うための雇用については、町内在住者又は町内出身者を優先的に雇用し、
適切な対応を行うこと。
２ 施設の概要
（１）施設の名称　　　別海町ふれあいランド
（２）施設の所在地　　野付郡別海町別海１４１番地１他
（３）施設の設置目的　町民の心身の健康と福祉、生活文化の向上を図るため、保養、研修及び交流を深め、知識と教養を高める場を提供することを目的とする。
（４）施設の概要
　　・別海町グリーン広場
　　　設置年月　平成４年７月
　　　場　　所　野付郡別海町別海１４１番地の４他
規　　模　33,193㎡
　　　総事業費　140,801,000円
　　　施設内容　野外ステージ
　　　　　　　　トイレ（木造）１棟
　　　　　　　　園路（2,152ｍ）
　　　・別海町ふれあいキャンプ広場
設置年月　平成４年７月
場　　所　野付郡別海町別海１４１番地の１他
規　　模　面積 27,993㎡
総事業費　179,998,680円
施設内容　管理棟・売店（木造）、コインランドリー2基、、ゴミ置き場、駐車場、炊事
場2棟、野外炉18基、テントサイト、オートサイト、コンセント盤3基、
残灰投棄炉1基、遊戯広場、トイレ（木造）2ヶ所、駐車場含む
３　申請資格
（１）団体であること。（法人・非法人は問わない）

（２）団体又はその代表者が次の事項に該当しないこと。

　　①　法律行為を行う能力を有しない者

　　②　破産者で復権を得ない者

③　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項（同項を準用する場合を含む。）の規定により本町における一般競争入札等の参加を制限されている者

　　④　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１１項の規定による指定の取消を受けたことがある者

　　⑤　指定管理者の指定を委託とみなした場合に、地方自治法９２条の２、同法第１４２条（同条を準用する場合を含む）又は同法１８０条の５第６項の規定に抵触することとなる者

　　⑥　銀行取引停止を受けている者

　　⑦　国税又は地方税を滞納している者

（３）応募者の形態について
応募者の形態は、以下に示す形態とします。
・ 単独団体 １つの企業・団体（株式会社、任意団体等、組織形態は問わない。）
・ 共同事業体 複数の企業・団体から構成される共同事業体。
＊ 共同事業体の形態をとる場合には、必ず代表企業・団体を明記することとし、協定の締結にあたっては共同企業体の構成員全てを協定当事者とします。選定後の協議は、代表企業・団体を中心に行いますが、協定に関する責任は共同事業体の構成員全てが負うことになります。
＊ 新たに法人等を設立した場合は、その法人等を申請者としてください。応募時に設立して
いなくても応募できることとしますが、別海町議会（以下「町議会」という。）における
指定管理者の指定の議決までに、
登記簿謄本（又は登記事項証明書）又は法務局登記官の受領書を提出してください。
４ 指定管理者が行う業務
（１）指定管理者が行う業務
（ア）施設の維持管理及び保全に関する業務
（イ）施設の受付及び案内に関する業務
（ウ）施設の利用の許可に関する業務

（エ）施設の利用の促進に関する業務
（オ）上記に掲げるもののほか、町長が特に必要と認める業務
＊町長のみの権限に属する事務は、行政財産の目的外使用許可（地方自治法第２３８条の４第４項）、不服申し立てに対する決定（地方自治法第２４４条の４）等法令により定められているものです。
（２）留意事項
（ア）業務内容の詳細は、「別海町ふれあいランド管理運営業務仕様書」（以下「仕様書」という。）を参照してください。
（イ）管理運営業務の全部を第三者に委託し又は請け負わせることはできません。ただし、業務の一部について、町の承認を受けたうえで、専門の事業者に委託することは可能です。
（ウ）事業の評価結果等により、指定管理者の業務が基準を満たしていないと判断した場合、是正勧告を行い、改善が見られない場合は、指定を取り消すことがあります。
５ 管理の基準
指定管理者は管理運営を行うにあたり、次の事項を遵守すること。なお、詳細は仕様書を参照してください。
（１）関係法令及び条例を遵守し、適正な管理を行うこと。
（ア）別海町ふれあいランド設置条例（以下「条例」という。）
（イ）別海町公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（以下「指定手続条例」という。）、同条例施行規則
（ウ）別海町行政手続条例
指定管理者が施設の利用者に対して行う許可その他の処分には、別海町行政手続条例が適用されるので留意すること。
（エ）別海町情報公開条例
指定管理者が施設の管理業務を行うにあたり作成し、又は取得した文書等で指定管理者が管理しているものの公開については、別途指定管理者において情報公開規程を定めるなどにより、適正な情報公開を行うこと。
（オ）別海町個人情報の保護に関する法律施行条例
指定管理者が施設の管理運営を通じて取得した個人情報の取扱いに関しては、個人
情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）及び別海町個人情報の保護に関す
る法律施行条例等に基づき、漏洩、滅失及び毀損の防止その他の適切な安全管理措置
を講じるとともに、従事者に対して必要な監督を行わなければならない（具体的には
別途基本協定書等で定めます。）。
なお、指定管理者が本事業に関して保有する個人情報の開示請求等については、
法及び町の指示に基づき適切に対応すること。
（カ）地方自治法（第２４４条、２４４条の２）
（キ）行政不服審査法、行政事件訴訟法
指定管理者が利用不許可等を行う場合においては、行政不服審査法に基づく不服申し立て、行政事件訴訟法に基づく取消処分を行うことができる処分であること等を処分の相手方に教示する義務があります。
（ク）その他関連する法令
（２）適切なサービスの提供を行うこと。
（３）設備の維持管理を適切に行うこと。
（４）業務に関連して取得した個人に関する情報を適正に取り扱うこと。
（５）文書の管理・保存
指定管理者が、指定管理者としての業務に伴い作成し、又は受領する文書等は、別途指定管理者において規程を定め、適正に管理・保存すること。
なお、指定期間終了時には、町の指示に従って引き渡していただきます。
（６）事業計画書及び収支計画書の提出
毎年度１０月中旬までに、次年度の事業計画書及び収支計画書について、町と調整を図った上で作成、提出すること。
（７）事業報告書の提出について
毎年度終了後に、指定管理業務全般に係る事業実績報告書を作成し、翌年度の４月末までに提出すること。
（８）その他
管理の基準の細目については、町と指定管理者の間で締結する協定で定めるものとします。
６ 指定の期間
指定管理者が管理を行う期間は、令和９年４月１日から令和１２年３月３１日までの３年を予定しています。
この指定の期間は、町議会の議決により確定することになるので留意して下さい。
なお、指定期間内であっても、管理を継続することが適当でないと認めるときは、指定を取り消すことがあります。
７ 管理に要する経費
（１）管理に関する経費

　　町が設定している指定管理料の限度額は３年で17,250千円（消費税等は現行税率10％で算定）としています。
（２）利用に係る料金
（ア）施設の管理については、別海町ふれあいランドに係る料金を指定管理者が自らの収入として収受する「利用料金制」を採用しています。
利用料金については、町が条例で定める額の範囲で、町長の承認を得て、指定管理者が定めることができます。
（イ）条例で定める利用料金は入場料、サイト料、備品レンタル料等です。
（ウ）原則として生じる余剰金については、町へ納入する義務はありません。ただし、著しい余剰金が生じた場合は、指定管理料を見直すことがあります。
（３）管理に要する経費
指定管理者は、利用料金収入、町からの管理費収入及びその他収入（売店や自主事業による
収入等）により管理運営することになります。
（４）利用料金の設定にあたっての留意事項
（ア）利用料金の設定にあたっては、公の施設として、町民及び町内に訪れる観光客が利用しやすい料金設定としてください。
（イ）指定管理者として業務に係る経費及び収入は、団体自体の口座とは別の口座で管理してください。
また、指定管理者としての業務に係る経理とその他の業務に係る経理を区分して整理して下さい。
８ 応募資格等
（１）応募者の資格
応募しようとするものは、次の（ア）から（ク）までのいずれにも該当する法人その他の団体（以下「法人等」とする。）であること。
（ア）別海町内に事務所を置く又は置こうとする法人等であること。
（イ）地方自治法施行令第１６７条の４の規程に該当しない法人等であること。
（ウ）町から指名停止措置を受けていない法人等であること。
（エ）町発注工事に係る請負契約等に関し、次の事項に該当し、当該状態が継続していることから指定管理者として不適当と認められる法人等でないこと。
・ 契約書に基づく措置要求に従わない等、請負契約等の履行が不誠実であること。
・ 一括下請、下請代金の支払遅延、特定資材等の購入強制等について、関係行政機関等からの情報により請負者等の下請契約関係が不適切であることが明確であること。
（オ）警察当局から町長に対し、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものとして、公共工事からの排除要請があり、当該状態が継続している場合など明らかに指定管理者として不適当と認められる法人等でないこと。
（カ）会社更生法、民事再生法等に基づく更正又は再生手続きを行っていない法人等であること。
また、銀行取引停止、主要取引先からの取引停止等の事実があり、客観的に経営状況が不健全であると判断される者でないこと。
（キ）町税等を滞納していない法人等であること。
９ 募集要項の配付期間等
（１）公募スケジュール
具体的なスケジュールは以下のとおりです。
令和８年９月９日（水）募集要項の配付開始
令和８年９月９日（水）～９月２１日（月）質問受付期間
令和８年９月９日（水）～９月３０日（水）申請書受付期間
令和８年１０月　上旬　　指定管理者の選定
令和８年１２月　上旬　　町議会において指定管理者の議決
令和８年１２月下旬　～　令和９年３月　協定の締結
令和９年４月１日（木）　指定管理者による管理運営開始
（２）公募手続き
ア 募集要項等配付
以下のとおり募集要項等を配付します。
配付開始　令和８年９月９日（水）から
配付場所　別海町別海常盤町２８０番地
別海町役場産業振興部商工観光課
イ 募集要項等に関する質問書の受付
募集要項等の内容に関する質問を「別海町ふれあいランド指定管理者募集要項等に関する質問票（別記様式第６号）」により以下のとおり受付けます。
受付期間：令和８年９月９日（水）から９月２４日（木）
提出場所：郵送、ＦＡＸ又はメールにて受付けます。
提出方法：質問書は文書による提出とします。
ウ 指定申請書等の提出
指定申請書等を以下のとおり受け付けます。
① 申請書類
申請にあたっては、別紙の書類を町に提出していただきます。なお、町が必要と認める場合は、追加資料の提出を求めることがあります。
② 受付期間：令和８年９月９日（水）から９月３０日（水）
③ 提出場所：問合せ先に同じ
④ 提出方法：指定申請書等 ２部（正本１部、副本（写し）１部）を上記に定める提出場
所に提出してください。
⑤ 申請に当たっての留意事項
（ア）複数の申請の禁止
１応募者につき１申請とし、複数の申請をした場合は、失格とします。
（イ）申請書提出期限までに所定の書類の提出がない場合
申請がなかったものとして取り扱うこととします。
（ウ）接触の禁止
申請者及び申請者の代理人並びにそれ以外の関係者が選定に対する不当な要求を行った場合若しくは、指定管理者選定委員会委員に個別に接触した事実が認められた場合には、失格となることがあります。
（エ）共同事業体の構成団体の変更
共同事業体で応募する場合、代表団体及び構成団体の変更は認められません。
ただし、構成団体の倒産、解散等の特殊な事情が認められ、審査の公平性及び業務遂行上の支障がないと町が判断した場合には、変更を可能とすることもあります。
その際には、変更の旨を問い合わせ先までご連絡ください。
（オ）応募の辞退
団体の解散等の事情により、応募を辞退することが明白となった場合には、応募辞退届（別記様式第７号）を提出して下さい。
（カ）提案内容変更等の禁止
提出された書類の内容を変更することはできません。
（キ）虚偽の記載をした場合及び不正があった場合の無効
申請書類に虚偽の記載があった場合や不正があった場合、当該申請は無効とします。
（ク）著作権の帰属等
事業計画書等の著作権は、申請者に帰属します。ただし、町は、指定管理者の決定の公表等必要な場合には、事業計画書等の内容を無償で利用できるものとします。
なお、申請書類は理由の如何に関わらず返却しません。
（ケ）情報公開条例に基づく開示請求
提出された申請書類、選定過程、審査結果等については別海町情報公開条例に基づく開示請求の対象となります。（原則として、個人に関する情報や申請者の正当な利益を害する恐れのある情報を除く。）
（コ）費用負担
申請に関して必要となる費用は申請団体の負担とします。
（サ）本事業提案応募のために、町から便宜を図ることはできません。応募者は町が提供した情報、独自に合法的に入手した情報のみで提案を行って下さい。
（シ）本事業提案で得た情報について、応募者は第三者への公表及び他目的への使用をすることができません。ただし、以下の情報についてはその対象ではありません。

・ 公知となっている情報
・ 第三者により本業務に関し合法的に入手できる情報
１０ 指定管理者の候補の選定
（１）選定方法
町職員等の委員で構成する指定管理者選定委員会（以下「選定委員会」という。）を設置し、各委員が次の審査基準に基づいて審査した評点の合計が最も高い申請者を指定管理者候補として選定し、この結果により最終的に町で指定管理者候補を決定します。
（２）審査基準
選定委員会における審査の評価項目と配点は下表のとおりです。配点については、各項
目の最後に【 】印で示しています。合計の点数は、最高で２００点となります。

	評価項目
	配点

	１　住民の平等な利用が確保されるとともに、サービスの向上が図られるものであること
	【３０】

	・ 施設の設置目的及び町が示した管理の方針
・ 平等な利用を図るための具体的手法及び期待される効果
・ サービスの向上を図るための具体的手法及び期待される効果
	

	２　公の施設の効用を最大限に発揮するものであること
	【７０】

	・ 利用者増を図るための具体的な手法及び期待される効果
・ 施設の維持管理の内容、適格性及び実現の可能性
・ 安心・安全に利用できる施設とするための管理の具体的方策
	

	３　管理の経費の縮減が図られるものであること
	【５０】

	・ 施設の管理運営にかかる経費の内容
	

	４　事業計画に沿った管理を安定して行う能力を有しているものであること
	【５０】

	・ 収支計画の内容、適格性及び実現の可能性
・ 安定的な運営が可能となる組織体制
・ 安定的な運営が可能となる経理的基盤
・ 類似施設の運営実績
・ 情報保護の取り組み
	


（３）審査結果の通知
選定委員会で申請者の最終評価を行い、指定管理者として最もふさわしい法人等（以下【選定事業者】という。）を選定します。選定の結果は、申請者全員（グループで応募の場合はグループの代表団体宛）に書面で通知します。
１１ 指定管理者の指定及び協定の締結
（１）指定管理者の指定
指定管理者の指定には、町議会の議決が必要です。原則として選定事業者を指定管理候補者として令和８年度町議会（１２月予定）に上程し、議決を経たのち、指定管理者として指定する予定です。（令和８年１２月～令和９年３月予定）
なお、指定については指定の相手方に書面で通知を行います。
（２）協定の締結
町と指定管理者は、業務内容に関する細目的事項、管理の基準に関する細目的事項等について協議のうえ、協定を締結します。なお、協定の主な内容は、仕様書を参照してください。
（３）指定後の留意事項
ア 指定管理候補者が、正当な理由なくして協定の締結に応じない場合は、指定管理者の指定
の議決後においても、指定しないことがあります。
イ 指定管理者が、協定の締結までに次に掲げる事項に該当するときは、その指定を取り消し、協定を締結しないことがあります。
（ア）資金事情の悪化等により、事業の履行に支障があると認められるとき。
（イ）著しく社会的信用を損なう等により、指定管理者としてふさわしくないと認められるとき。
１２ 事業実施状況の監視等
（１）モニタリング
町は、指定期間中の指定管理者の業務の実施状況を把握し、必要なサービス水準を確保するため、必要に応じモニタリングを行います。
モニタリングの結果、管理の基準や事業計画書に記載された事項等が達成されていない場合には、町は改善措置を講じる等の指導を行います。
さらに、必要な場合は業務の停止や指定の取り消しを行うことがあります。
ア 定期モニタリング
毎月、業務報告書を提出して頂き、町は当該報告に基づき状況確認を行います。
イ 随時モニタリング
必要に応じ、随時状況確認等を行います。
（２）利用者アンケートの実施
施設利用者の利便性の向上等の観点から必要に応じ、アンケート等により、施設利用者の意見・苦情等を聴取し、その結果及び対応状況について町に報告して頂きます。
（３）帳簿類等の提出要求
監査等に必要があると認める場合、指定管理者は帳簿書類その他記録を提出する必要があります。
１３ その他
（１）指定管理者の履行責任に関する事項
ア 指定管理者は、施設利用の被災に対する第１次責任を有し、施設又は施設利用者に被害があった場合は、迅速かつ適切な対応を行い、速やかに町に報告しなければなりません。
イ 指定管理者は、事業継続が困難になった場合又はその恐れが生じた場合は、速やかに町に報告しなければなりません。
ウ 前記に規定するもののほか、指定管理者の履行責任に関する事項については、協定で定めることとします。
（２）事業の継続が困難となった場合の措置
ア 指定管理者の責めに帰すべき事由による場合
指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務の継続が困難になった場合は、町は指定の取り消しをすることができるものとします。その場合は、町に生じた損害は指定管理者が賠償するものとします。また、次期指定管理者が円滑かつ支障なく、本施設の管理運営業務を遂行できるよう、引き継ぎを行うものとします。
イ 当事者の責めに帰することができない事由による場合
不可抗力等、町及び指定管理者双方の責めに帰すことのできない事由により、業務の継続が困難になった場合、事業継続の可否について協議するものとします。
一定期間内に協議が整わない時には、それぞれ、事前に書面で通知することにより協定を解除できるものとします。なお、指定管理者は、次期指定管理者が円滑かつ支障なく、本施設の管理運営業務を遂行できるよう、引き継ぎを行うものとします。
ウ 指定管理者の指定取消し後の対応
指定管理者の指定取消し後、他の（選定時に決めていた場合は、「第２順位、第３順位の」）法人等と、指定管理予定候補者としての協定締結について協議を行うことがあります。
エ その他
前記に規定するもののほか、事業の継続が困難となった場合の措置については、協定で定めます。
（３）協定書の解釈に疑義が生じた場合等の措置
協定書の解釈に疑義が生じた場合又は協定書に定めのない事項が生じた場合については、町と指定管理者は誠意を持って協議するものとします。
（４）リスク分担に対する方針
協定締結にあたり、町が想定する主なリスク分担の方針は、以下のとおりです。これらは、帰責事由の所在が不明確になりやすいリスクについての方針を示したものです。
	項　　目
	負担者
	備　　考

	
	町
	指定管理者
	

	管理運営
	
	○
	

	施設・設備・備品等維持管理
	○
	
	大規模な改修等

	
	
	○
	消耗品の交換、施設・設備、備品の購入・修繕等

	施設等の使用許可　（付随事務を含む）
	
	○
	行政許可、設置許可、管理許可、行政財産の目的外使用許可は除く

	災害時対応
	○

（指示等）
	○待機体制の確保・被害調査・報告・応急措置
	

	事故、災害等による施設の損傷及び被災者に対する責任
	○
	○指定管理者の責に帰する事由の場合
	

	災害復旧（復旧工事）
	○
	
	

	包括的管理責任
	○
	
	

	施設に対する各種保険の加入
	
	○
	提案による

	火災保険の加入
	○
	
	

	利用者に係る賠償責任保険の加入
	
	○
	


＊ 疑義のある場合や、定めのない事項については、指定管理者と町が協議の上定めることとします。
１４ 添付資料・様式（別添）
（１）指定管理者指定申請書（別記様式第１号）
（２）業務計画書（別記様式第２号）
（３）別海町ふれあいランドの管理運営に関する収支計画書（別記様式第３号）
（４）誓約書（別記様式第４号）
（５）申立書（別記様式第５号）
（６）別海町ふれあいランド指定管理者募集要項等に関する質問票（別記様式第６号）
（７）応募辞退届（別記様式第７号）
（８）別海町ふれあいランド管理運営業務仕様書（別添）
（９）別海町ふれあいキャンプ広場利用者数に関する資料（別添）
（10）別海町ふれあいランド設置条例（別添）
（11）配置図・平面図（別添）
（12）指定管理土地図（別添）

１５ 問合せ先
〒０８６－０２０５

北海道野付郡別海町別海常盤町２８０番地
別海町役場産業振興部商工観光課
メール　syoukou@betsukai.jp
電　話　０１５３－７４－９２５４
ＦＡＸ　０１５３－７５－２４９７
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